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東京都千代田区丸の内2-6-1丸の内パークビルディング

当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 追加型投信／海外／債券

信託期間 2015年６月16日から2025年５月20日まで

運用方針

イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフ
ラ債券マザーファンドおよびイーストスプリング・イ
ンド公益インフラ債券マザーファンドの受益証券への
投資を通じて、主として日本を除くアジア・オセアニ
ア地域の政府、政府機関、企業および国際機関等が発
行する現地通貨建てもしくは米ドル建ての公益および
インフラ関連の債券（以下、「公益インフラ債券」と
いうことがあります。）に投資を行い、安定した収益
の確保と信託財産の中長期的な成長を目指して運用を
行います。

主 要
投資対象

イーストスプリング・
ア ジ ア ・ オ セ ア ニ ア
公益インフラ債券ファンド
（毎 月 決 算 型） ／
（年 ２ 回 決 算 型）

イーストスプリング・アジア・オ
セアニア公益インフラ債券マザー
ファンドの受益証券およびイース
トスプリング・インド公益インフ
ラ債券マザーファンドの受益証券
を主要投資対象とします。
また、イーストスプリング・アジ
ア・オセアニア公益インフラ債券
マザーファンドの受益証券のみに
投資する場合もあります。

イーストスプリング・
アジア・オセアニア
公 益 イ ン フ ラ 債 券
マ ザ ー フ ァ ン ド

日本を除くアジア・オセアニア地
域の公益インフラ債券を主要投資
対象とします。

イーストスプリング・
インド公益インフラ債券
マ ザ ー フ ァ ン ド

インドの公益インフラ債券を主要
投資対象とします。

組入制限

イーストスプリング・
ア ジ ア ・ オ セ ア ニ ア
公益インフラ債券ファンド
（毎 月 決 算 型） ／
（年 ２ 回 決 算 型）

・外貨建資産への実質投資割合に
は、制限を設けません。

・株式（新株引受権証券および新
株予約権証券を含みます。）へ
の実質投資割合は、信託財産の
純資産総額の10％以内としま
す。

イーストスプリング・
アジア・オセアニア
公 益 イ ン フ ラ 債 券
マ ザ ー フ ァ ン ド

・外貨建資産への投資割合には、
制限を設けません。

・株式（新株引受権証券および新
株予約権証券を含みます。）へ
の投資割合は、信託財産の純資
産総額の10％以内とします。

イーストスプリング・
インド公益インフラ債券
マ ザ ー フ ァ ン ド

・外貨建資産への投資割合には、
制限を設けません。

・株式（新株引受権証券および新
株予約権証券を含みます。）へ
の投資割合は、信託財産の純資
産総額の10％以内とします。

分配方針

（毎月決算型）原則として毎月20日（休業日の場合は
翌営業日）
（年２回決算型）原則として、毎年５月20日および11
月20日（休業日の場合は翌営業日）
各ファンドの毎決算時に、委託会社が基準価額水準、
市況動向等を勘案して分配金額を決定します。分配対
象額が少額の場合は、分配を行わないことがあります。

運用報告書（全体版）

イーストスプリング・
アジア・オセアニア

公益インフラ債券ファンド
（毎月決算型）／（年２回決算型）

（毎月決算型）　第９作成期

第48期(決算日2019年６月20日)第51期(決算日2019年９月20日)
第49期(決算日2019年７月22日)第52期(決算日2019年10月21日)
第50期(決算日2019年８月20日)第53期(決算日2019年11月20日)

（年２回決算型）

第９期（決算日2019年11月20日）

受益者のみなさまへ

平素は格別のお引立てにあずかり厚くお礼申
し上げます。
さて、「イーストスプリング・アジア・オセ
アニア公益インフラ債券ファンド（毎月決算
型）／（年２回決算型）」は、上記の決算を
行いましたので、ここに各期中の運用状況を
ご報告申し上げます。
今後とも一層のご愛顧を賜わりますよう、お
願い申し上げます。



1－　　－

イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（毎月決算型）

最近５作成期の運用実績

決 算 期
基準価額
(分配落)

債 券
組入比率

純資産
総 額

税 込
分配金

期 中
騰落率

円 円 ％ ％ 百万円

第
５
作
成
期

24期(2017年６月20日) 9,562 30 1.3 92.2 478

25期(2017年７月20日) 9,604 30 0.8 89.9 480

26期(2017年８月21日) 9,409 30 △1.7 89.8 470

27期(2017年９月20日) 9,646 30 2.8 90.0 482

28期(2017年10月20日) 9,644 30 0.3 87.3 482

29期(2017年11月20日) 9,529 30 △0.9 91.8 476

第
６
作
成
期

30期(2017年12月20日) 9,636 30 1.4 89.2 481

31期(2018年１月22日) 9,508 30 △1.0 93.1 475

32期(2018年２月20日) 8,987 30 △5.2 95.1 449

33期(2018年３月20日) 8,802 30 △1.7 92.5 440

34期(2018年４月20日) 8,825 30 0.6 90.0 441

35期(2018年５月21日) 8,852 30 0.6 90.0 442

第
７
作
成
期

36期(2018年６月20日) 8,734 30 △1.0 91.4 436

37期(2018年７月20日) 8,793 30 1.0 90.9 439

38期(2018年８月20日) 8,595 30 △1.9 90.6 429

39期(2018年９月20日) 8,568 30 0.0 90.2 428

40期(2018年10月22日) 8,462 30 △0.9 93.1 211

41期(2018年11月20日) 8,660 30 2.7 94.5 216

第
８
作
成
期

42期(2018年12月20日) 8,675 30 0.5 93.2 217

43期(2019年１月21日) 8,521 30 △1.4 92.3 213

44期(2019年２月20日) 8,643 30 1.8 92.2 216

45期(2019年３月20日) 8,817 30 2.4 89.8 220

46期(2019年４月22日) 8,913 30 1.4 91.4 222

47期(2019年５月20日) 8,709 30 △2.0 93.3 217

第
９
作
成
期

48期(2019年６月20日) 8,607 30 △0.8 94.6 215

49期(2019年７月22日) 8,714 30 1.6 93.1 217

50期(2019年８月20日) 8,441 30 △2.8 92.7 211

51期(2019年９月20日) 8,612 30 2.4 90.9 215

52期(2019年10月21日) 8,680 30 1.1 89.9 217

53期(2019年11月20日) 8,674 30 0.3 91.6 216

（注１）基準価額の騰落率は分配金込みです。

（注２）純資産総額の単位未満は切捨てです。

（注３）当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、債券組入比率は実質比率を記載しております。

（注４）当ファンドは公表されている適切な指数が存在しないためベンチマークおよび参考指数を設けておりません。
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（毎月決算型）

当作成期中の基準価額等の推移

決算期 年 月 日 基 準 価 額
債 券
組入比率騰 落 率

円 ％ ％

第48期

(期　　　首) 2019年５月20日 8,709 － 93.3

５月末 8,630 △0.9 94.0

(期　　　末) 2019年６月20日 8,637 △0.8 94.6

第49期

(期　　　首) 2019年６月20日 8,607 － 94.6

６月末 8,673 0.8 94.1

(期　　　末) 2019年７月22日 8,744 1.6 93.1

第50期

(期　　　首) 2019年７月22日 8,714 － 93.1

７月末 8,753 0.4 92.5

(期　　　末) 2019年８月20日 8,471 △2.8 92.7

第51期

(期　　　首) 2019年８月20日 8,441 － 92.7

８月末 8,462 0.2 95.8

(期　　　末) 2019年９月20日 8,642 2.4 90.9

第52期

(期　　　首) 2019年９月20日 8,612 － 90.9

９月末 8,604 △0.1 92.0

(期　　　末) 2019年10月21日 8,710 1.1 89.9

第53期

(期　　　首) 2019年10月21日 8,680 － 89.9

10月末 8,766 1.0 90.9

(期　　　末) 2019年11月20日 8,704 0.3 91.6

（注１）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。

（注２）当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、債券組入比率は実質比率を記載しております。
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（年２回決算型）

最近５期の運用実績

決 算 期
基準価額
(分配落)

債 券
組入比率

純資産
総 額

税 込
分配金

期 中
騰落率

円 円 ％ ％ 百万円
５期（2017年11月20日） 10,315 0 2.6 91.9 1,535

６期（2018年５月21日） 9,781 0 △5.2 90.4 1,122

７期（2018年11月20日） 9,755 0 △0.3 95.0 815

８期（2019年５月20日） 10,015 0 2.7 93.6 829

９期（2019年11月20日） 10,192 0 1.8 91.9 867

（注１）純資産総額の単位未満は切捨てです。

（注２）当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、債券組入比率は実質比率を記載しております。

（注３）当ファンドは公表されている適切な指数が存在しないためベンチマークおよび参考指数を設けておりません。

当期中の基準価額等の推移

年 月 日 基 準 価 額
債 券
組入比率騰 落 率

（期　　　首） 円 ％ ％
2019年５月20日 10,015 － 93.6

５月末 9,925 △0.9 94.0

６月末 10,009 △0.1 94.2

７月末 10,137 1.2 92.8

８月末 9,835 △1.8 96.2

９月末 10,038 0.2 92.5

10月末 10,264 2.5 91.5

（期　　　末）
2019年11月20日 10,192 1.8 91.9

（注１）騰落率は期首比です。

（注２）当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、債券組入比率は実質比率を記載しております。
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（毎月決算型）

（毎月決算型）
基準価額等の推移について� （2019年５月21日～2019年11月20日）

第48期首   8,709円
第53期末   8,674円（既払分配金180円）
騰 落 率    1.7％（分配金再投資ベース）

（注１）分配金再投資基準価額は、収益分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド
の運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。

（注２）分配金を再投資するかどうかについては、お客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価
額により課税条件も異なります。したがって、お客様１人ひとりの損益の状況を示すものではありません。

（注３）分配金再投資基準価額は、作成期首の値が基準価額と同一になるように指数化しております。

基準価額の主な変動要因
当作成期の基準価額（分配金再投資ベース）は上昇しました。

上昇要因 ・‌�アジア・オセアニア地域の債券価格が上昇（利回りは低下）したこと。
・‌�アジア・オセアニア地域の債券からのクーポン収入（利金）。

運用経過
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（年２回決算型）

（年２回決算型）
基準価額等の推移について� （2019年５月21日～2019年11月20日）

第９期首 10,015円
第 ９ 期 末 10,192円（既払分配金０円）
騰 落 率 1.8％（分配金再投資ベース）

（注１）分配金再投資基準価額は、収益分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド
の運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。

（注２）分配金を再投資するかどうかについては、お客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価
額により課税条件も異なります。したがって、お客様１人ひとりの損益の状況を示すものではありません。

（注３）分配金再投資基準価額は、期首の値が基準価額と同一になるように指数化しております。

基準価額の主な変動要因
当期の基準価額は上昇しました。

上昇要因 ・‌�アジア・オセアニア地域の債券価格が上昇（利回りは低下）したこと。
・‌�アジア・オセアニア地域の債券からのクーポン収入（利金）。
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（毎月決算型）／（年２回決算型）

投資環境について
アジア・オセアニア地域の債券市場
米ドル建て社債：
当（作成）期のアジア・オセアニア地域の
米ドル建て社債の価格は上昇（利回りは低
下）しました。
当（作成）期初から2019年８月下旬にかけ

て、米国の利下げ観測の高まりなどを受けて
米国債利回りは大幅に低下しました。一方
で、米国による対中追加関税第４弾の発表や
米国の景気減速懸念の高まりなどを受けてリ
スク回避姿勢が強まったことから、社債スプ
レッドは８月から10月上旬にかけて拡大しま
した。しかし、その後、当（作成）期末にかけ
ては米中通商協議進展への期待などを背景に
縮小傾向となりました。米国債利回りは、米
連邦準備制度理事会（FRB）が利下げ休止を
示唆したことからやや上昇しました。

現地通貨建て債券：
アジア・オセアニア地域の現地通貨建て債
券の価格は上昇（利回りは低下）しました。
前（作成）期から引き続き、米国債利回りの
低下につられる形で、アジア・オセアニア地
域の現地通貨建て債券の利回りは低下傾向と
なりました。インド、インドネシア、フィリピ
ン、タイ、韓国、オーストラリアなどで政策金
利引き下げの動きが見られ、債券利回りは大
きく低下しました。2019年10月上旬以降は、
オーストラリア、シンガポールなどは米国債
に連動し、利回りがやや上昇しました。

為替市場
アジア・オセアニア地域の通貨は、対米ド
ル、対円ともにまちまちの動きとなりました。
タイバーツは特に経常黒字などを背景に対
円、対米ドルともに上昇し、フィリピンペソも
堅調となりました。一方で、インドルピーは
地政学リスクの高まりや金価格上昇を背景と
した収支悪化への懸念などから対米ドル、対
円ともに下落しました。
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（毎月決算型）／（年２回決算型）

ポートフォリオについて
イーストスプリング・アジア・オセアニア
公益インフラ債券ファンド
（毎月決算型）／（年２回決算型）
イーストスプリング・アジア・オセアニア
公益インフラ債券マザーファンドの受益証券
への投資を通じて、主として日本を除くアジ
ア・オセアニア地域の公益およびインフラ関
連の債券に投資を行いました。当（作成）期
もイーストスプリング・インド公益インフラ
債券マザーファンドの受益証券への投資は行
いませんでした。

イーストスプリング・アジア・オセアニア
公益インフラ債券マザーファンド
主として、日本を除くアジア・オセアニア
地域の政府、政府機関、企業および国際機関
等が発行する現地通貨建てもしくは米ドル建
ての公益およびインフラ関連の債券に投資を
行いました。国・地域別では、特にインドネ
シア、オーストラリア、インドなどがプラスと
なりました。
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（毎月決算型）／（年２回決算型）

ベンチマークとの差異について
当ファンドの運用の基本方針に適合した、公表されている指数が存在しないため、ベンチマーク

および参考指数を設けておりません。

分配金について
分配金額は、基準価額水準・市況動向等を勘案して、以下の通りとさせていただきました。なお、

留保益の運用につきましては、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。

（年２回決算型）

項目
第９期

2019年５月21日
～2019年11月20日

当期分配金 (円) －
（対基準価額比率）(％) －
当期の収益 (円) －
当期の収益以外 (円) －

翌期繰越分配対象額 (円) 1,753

（注１）「当期の収益」と「当期の収益以外」は円未満は切捨てて表示しているため、合計が「当期分配金」と一致しな
い場合があります。

（注２）当期分配金の「対基準価額比率」は当期分配金（税引前）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、
ファンドの収益率とは異なります。

（注３）－印は該当がないことを示しています。

分配原資の内訳（１万口当たり、税引前）
（毎月決算型）

項目
第48期 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期

2019年５月21日
～2019年６月20日

2019年６月21日
～2019年７月22日

2019年７月23日
～2019年８月20日

2019年８月21日
～2019年９月20日

2019年９月21日
～2019年10月21日

2019年10月22日
～2019年11月20日

当期分配金 (円) 30 30 30 30 30 30
（対基準価額比率）(％) 0.347 0.343 0.354 0.347 0.344 0.345
当期の収益 (円) 30 30 27 30 30 25
当期の収益以外 (円) － － 2 － － 4

翌期繰越分配対象額 (円) 473 485 482 490 495 490
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（毎月決算型）／（年２回決算型）

今後の運用方針について
イーストスプリング・アジア・オセアニア
公益インフラ債券ファンド
（毎月決算型）／（年２回決算型）
イーストスプリング・アジア・オセアニア
公益インフラ債券マザーファンドの受益証券
およびイーストスプリング・インド公益イン
フラ債券マザーファンドの受益証券を組み入
れることにより、安定した収益の確保と信託
財産の中長期的な成長を目指して運用を行い
ます。引き続きイーストスプリング・アジア・
オセアニア公益インフラ債券マザーファンド
の受益証券を中心に投資を行う方針です。

イーストスプリング・アジア・オセアニア
公益インフラ債券マザーファンド
アジア・オセアニア地域の米ドル建て債券
の対米国債スプレッドは投資家の強い需要を
背景に長期的にみて縮小傾向となっていま
す。欧米の経済成長はやや鈍化しているよう
に見られますが、中期的にアジア・オセアニ
ア地域の公益・インフラ関連セクターについ
ては前向きの見方を維持しており、債券価格

が下落するような局面は発行会社の財務状況
が安定的または改善傾向にある銘柄を組み入
れる好機とみています。マザーファンドでは
米ドル建て債券の組入れ比率を高めに維持し
ており、米ドルは今後も緩やかな経済成長を
背景に堅調に推移するとみています。
現地通貨建て債券については、インド、イ

ンドネシアなどの高利回り債券の組入れ比率
を高位で維持する方針です。これらの国にお
ける公益・インフラ事業への需要は高く、関
連企業は今後も恩恵を受けるものとみてお
り、経済を取り巻くファンダメンタルズにつ
いても好調を維持すると考えています。

イーストスプリング・インド公益インフラ
債券マザーファンド
引き続き、相対的に格付の高いインドル

ピー建て社債を中心に投資を行っていく方針
です。安全性や流動性を重視しつつ、機動的
なデュレーション管理と個別発行体に対する
クレジット調査に基づく銘柄選択により、収益
の最大化を目指して運用を行って参ります。
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（毎月決算型）

１万口当たりの費用明細� （2019年５月21日～2019年11月20日）

項目 第48期～第53期 項目の概要金額 比率
（a）信託報酬 74円 0.852％ （a）信託報酬＝作成期間の平均基準価額×信託報酬率

作成期間の平均基準価額は、8,648円です。

（投信会社） （36） （0.415） 委託した資金の運用の対価

（販売会社） （36） （0.415） 交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、
購入後の情報提供等の対価

（受託会社） （  2） （0.022） 運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

（b）その他費用 11 0.129 （b）その他費用＝作成期間のその他費用÷作成期間の平均受益権口数

（保管費用） （  2） （0.021） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管
および資金の送金・資産の移転等に要する費用

（監査費用） （  2） （0.023） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

（印刷） （  2） （0.027） 目論見書および運用報告書等の法定開示書類の作成費用等

（その他） （  5） （0.058） インドの税務代理人に対する手数料

合計 85 0.981

（注１）作成期間の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるた
め、簡便法により算出した結果です。

（注２）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注３）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を作成期間の平均基準価額で除して100を乗

じたもので、項目ごとに小数第３位未満は四捨五入してあります。
（注４）その他費用は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するもの

を含みます。
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（毎月決算型）

（注）各費用は、1万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
（注）各比率は、年率換算した値です。
（注）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率

とは異なります。

運用管理費用
（投信会社）
0.82％

その他費用
0.26％

運用管理費用
（販売会社）
0.82％

総経費率
1.94％

運用管理費用
（受託会社）
0.04％

（参考情報）
■総経費率
　当作成期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価
証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除した
総経費率（年率）は1.94％です。
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（毎月決算型）

組入資産の明細� （2019年11月20日現在）

　親投資信託残高

種 類

前作成期末
（第47期末）

当 作 成 期 末（第 53 期 末）

口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円
イーストスプリング・アジア・オセアニア
公 益 イ ン フ ラ 債 券 マ ザ ー フ ァ ン ド

205,672 199,675 218,145

（注１）単位未満は切捨てです。

（注２）イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券マザーファンドの2019年11月20日現在の受益権総口数は、1,000,028千

口です。

利害関係人との取引状況等� （2019年５月21日から2019年11月20日まで）

　当作成期中における利害関係人との取引はありません。
（注）利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。

自社による当ファンドの設定・解約状況� （2019年５月21日から2019年11月20日まで）

作成期首残高
（元本）

当作成期設定
元本

当作成期解約
元本

作成期末残高
（元本）

取引の理由

百万円 百万円 百万円 百万円
250 － － 250 当初設定時における取得

（注）単位未満は切捨てです。

売買及び取引の状況� （2019年５月21日から2019年11月20日まで）

　親投資信託受益証券の設定、解約状況

決 算 期 第 48 期 ～ 第 53 期

設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額

千口 千円 千口 千円
イーストスプリング・アジア・オセアニア
公 益 イ ン フ ラ 債 券 マ ザ ー フ ァ ン ド

1 1 5,998 6,406

（注）単位未満は切捨てです。
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（毎月決算型）

資産、負債、元本及び基準価額の状況
(2019年６月20日) (2019年７月22日) (2019年８月20日) (2019年９月20日) (2019年10月21日) (2019年11月20日)現在

項 目 第 48 期 末 第 49 期 末 第 50 期 末 第 51 期 末 第 52 期 末 第 53 期 末

(A) 資 産 216,388,956円 219,097,015円 212,255,815円 216,565,915円 218,284,309円 218,145,053円

イーストスプリング・アジア・オセアニア
公益インフラ債券マザーファンド(評価額)

216,384,790 219,097,015 212,255,815 216,565,715 218,284,309 218,145,053

未 収 入 金 4,166 － － 200 － －

(B) 負 債 1,077,605 1,104,384 1,087,584 1,123,390 1,148,909 1,162,815

未 払 収 益 分 配 金 750,469 750,472 750,473 750,473 750,474 750,474

未 払 解 約 金 4,166 － － 200 － －

未 払 信 託 報 酬 304,649 316,679 282,739 300,024 307,421 303,411

そ の 他 未 払 費 用 18,321 37,233 54,372 72,693 91,014 108,930

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 215,311,351 217,992,631 211,168,231 215,442,525 217,135,400 216,982,238

元 本 250,156,666 250,157,469 250,157,907 250,157,955 250,158,140 250,158,293

次 期 繰 越 損 益 金 △ 34,845,315 △ 32,164,838 △ 38,989,676 △ 34,715,430 △ 33,022,740 △ 33,176,055

(D) 受 益 権 総 口 数 250,156,666口 250,157,469口 250,157,907口 250,157,955口 250,158,140口 250,158,293口

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 8,607円 8,714円 8,441円 8,612円 8,680円 8,674円

（注１）元本の状況

当ファンドの第48期首元本額は250,161,227円、第48～53期中追加設定元本額は3,401円、第48～53期中一部解約元本額は6,335円で

す。

（注２）１口当たり純資産額は、第48期0.8607円、第49期0.8714円、第50期0.8441円、第51期0.8612円、第52期0.8680円、第53期0.8674円で

す。

（注３）上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定する額

（元本の欠損）となります。

特定資産の価格等の調査� （2019年５月21日から2019年11月20日まで）

　該当事項はありません。

投資信託財産の構成� （2019年11月20日現在）

項 目
当作成期末（第53期末）

評 価 額 比 率

千円 ％
イーストスプリング・アジア・オセアニア
公 益 イ ン フ ラ 債 券 マ ザ ー フ ァ ン ド

218,145 100.0

投 資 信 託 財 産 総 額 218,145 100.0

（注１）評価額の単位未満は切捨てです。

（注２）イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券マザーファンドにおいて、作成期末における外貨建純資産（1,070,438

千円）の投資信託財産総額（1,092,577千円）に対する比率は98.0％です。

（注３）外貨建資産は、作成期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、2019年11月20日における

邦貨換算レートは、１米ドル＝108.61円、１シンガポールドル＝79.80円、１フィリピンペソ＝2.13円、100インドネシアルピア＝

0.77円、１インドルピー＝1.52円です。
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（毎月決算型）

損益の状況

第48期（自2019年５月21日至2019年６月20日）、第49期（自2019年６月21日至2019年７月22日）
第50期（自2019年７月23日至2019年８月20日）、第51期（自2019年８月21日至2019年９月20日）
第52期（自2019年９月21日至2019年10月21日）、第53期（自2019年10月22日至2019年11月20日）

項 目 第 48 期 第 49 期 第 50 期 第 51 期 第 52 期 第 53 期

(A) 有 価 証 券 売 買 損 益 △ 1,473,109円 3,766,630円 △ 5,774,421円 5,343,077円 2,768,934円 918,505円

売 買 益 27 3,766,639 － 5,363,233 2,788,998 918,505

売 買 損 △ 1,473,136 △　　　　 9 △ 5,774,421 △　　20,156 △　　20,064 －

(B) 信 託 報 酬 等 △　 322,970 △　 335,591 △　 299,878 △　 318,345 △　 325,742 △　 321,327

(C) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ) △ 1,796,079 3,431,039 △ 6,074,299 5,024,732 2,443,192 597,178

(D) 前 期 繰 越 損 益 金 △32,279,512 △34,825,964 △32,145,397 △38,970,109 △34,695,839 △33,003,077

(E) 追 加 信 託 差 損 益 金 △　　19,255 △　　19,441 △　　19,507 △　　19,580 △　　19,619 △　　19,682

(配 当 等 相 当 額) (　　　　　12) (　　　　　82) (　　　　 107) (　　　　 128) (　　　　 141) (　　　　 165)

(売 買 損 益 相 当 額) (△　　19,267) (△　　19,523) (△　　19,614) (△　　19,708) (△　　19,760) (△　　19,847)

(F) 　 計 　(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ) △34,094,846 △31,414,366 △38,239,203 △33,964,957 △32,272,266 △32,425,581

(G) 収 益 分 配 金 △　 750,469 △　 750,472 △　 750,473 △　 750,473 △　 750,474 △　 750,474

次期繰越損益金(Ｆ＋Ｇ) △34,845,315 △32,164,838 △38,989,676 △34,715,430 △33,022,740 △33,176,055

追 加 信 託 差 損 益 金 △　　19,255 △　　19,441 △　　19,507 △　　19,580 △　　19,619 △　　19,682

(配 当 等 相 当 額) (　　　　　12) (　　　　　86) (　　　　 107) (　　　　 128) (　　　　 141) (　　　　 165)

(売 買 損 益 相 当 額) (△　　19,267) (△　　19,527) (△　　19,614) (△　　19,708) (△　　19,760) (△　　19,847)

分 配 準 備 積 立 金 11,853,898 12,138,800 12,081,765 12,262,196 12,392,153 12,271,584

繰 越 損 益 金 △46,679,958 △44,284,197 △51,051,934 △46,958,046 △45,395,274 △45,427,957

（注１）損益の状況の中で(A)有価証券売買損益は各期末の評価換えによるものを含みます。

（注２）損益の状況の中で(B)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しています。

（注３）損益の状況の中で(E)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいい

ます。

（注４）マザーファンドの信託財産の運用の指図に係る権限の全部又は一部を委託するために要する費用として、信託財産の純資産総額に年

10,000分の37.5の率を乗じて得た金額を委託者報酬の中から支弁しています。

（注５）分配金の計算過程

第48期　計算期間末における費用控除後の配当等収益（772,675円）、費用控除後の有価証券売買等損益（0円）、信託約款に規定す

る収益調整金（12円）および分配準備積立金（11,831,692円）より、分配対象収益は12,604,379円（10,000口当たり503

円）であり、うち750,469円（10,000口当たり30円）を分配金額としております。

第49期　計算期間末における費用控除後の配当等収益（1,035,406円）、費用控除後の有価証券売買等損益（0円）、信託約款に規定

する収益調整金（86円）および分配準備積立金（11,853,866円）より、分配対象収益は12,889,358円（10,000口当たり515

円）であり、うち750,472円（10,000口当たり30円）を分配金額としております。

第50期　計算期間末における費用控除後の配当等収益（693,438円）、費用控除後の有価証券売買等損益（0円）、信託約款に規定す

る収益調整金（107円）および分配準備積立金（12,138,800円）より、分配対象収益は12,832,345円（10,000口当たり512

円）であり、うち750,473円（10,000口当たり30円）を分配金額としております。

第51期　計算期間末における費用控除後の配当等収益（930,924円）、費用控除後の有価証券売買等損益（0円）、信託約款に規定す

る収益調整金（128円）および分配準備積立金（12,081,745円）より、分配対象収益は13,012,797円（10,000口当たり520

円）であり、うち750,473円（10,000口当たり30円）を分配金額としております。

第52期　計算期間末における費用控除後の配当等収益（880,435円）、費用控除後の有価証券売買等損益（0円）、信託約款に規定す

る収益調整金（141円）および分配準備積立金（12,262,192円）より、分配対象収益は13,142,768円（10,000口当たり525

円）であり、うち750,474円（10,000口当たり30円）を分配金額としております。

第53期　計算期間末における費用控除後の配当等収益（629,922円）、費用控除後の有価証券売買等損益（0円）、信託約款に規定す

る収益調整金（165円）および分配準備積立金（12,392,136円）より、分配対象収益は13,022,223円（10,000口当たり520

円）であり、うち750,474円（10,000口当たり30円）を分配金額としております。
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分配金のお知らせ

決算期 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期

１万口当たり分配金（税引前） 30円 30円 30円 30円 30円 30円

◇分配金のお支払いは決算日から起算して５営業日までに開始いたします。
◇分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は全額普通分配金となり、分配落ち後の基準価額
が個別元本を下回る場合は、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの部分が普通分配金となり
ます。

◇元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、個別元本から元本払戻金（特別分配金）を控除した額がその
後の新たな個別元本となります。

◇個人の受益者については、原則として20.315％の税率で源泉徴収（申告不要）されます。
◇「自動けいぞく投資コース」をお申込みの場合、分配金は、税金を差引いた後、決算日の基準価額に基づい
て自動的に無手数料で再投資いたしました。

※法人の受益者に対する課税は異なります。
※税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。
※少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」および未成年者少額投資非課税制度「ジュニアＮＩＳＡ」をご
利用の場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所
得が一定期間非課税となります。

該当事項はありません。

お知らせ
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（年２回決算型）

１万口当たりの費用明細� （2019年５月21日～2019年11月20日）

項目 当期 項目の概要金額 比率
（a）信託報酬 85円 0.852％ （a）信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率

期中の平均基準価額は、10,034円です。

（投信会社） （42） （0.415） 委託した資金の運用の対価

（販売会社） （42） （0.415） 交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、
購入後の情報提供等の対価

（受託会社） （  2） （0.022） 運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

（b）その他費用 10 0.100 （b）その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数

（保管費用） （  2） （0.021） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管
および資金の送金・資産の移転等に要する費用

（監査費用） （  1） （0.006） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

（印刷） （  1） （0.014） 目論見書および運用報告書等の法定開示書類の作成費用等

（その他） （  6） （0.059） インドの税務代理人に対する手数料

合計 95 0.952

（注１）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡
便法により算出した結果です。

（注２）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注３）�各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じた

もので、項目ごとに小数第３位未満は四捨五入してあります。
（注４）その他費用は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するもの

を含みます。
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（年２回決算型）

（注）各費用は、1万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
（注）各比率は、年率換算した値です。
（注）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率

とは異なります。

その他費用
0.20％

総経費率
1.88％

運用管理費用
（受託会社）
0.04％

運用管理費用
（投信会社）
0.82％

運用管理費用
（販売会社）
0.82％

（参考情報）
■総経費率
　当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券
取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経
費率（年率）は1.88％です。
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（年２回決算型）

利害関係人との取引状況等� （2019年５月21日から2019年11月20日まで）

　当期中における利害関係人との取引はありません。
（注）利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。

組入資産の明細� （2019年11月20日現在）

　親投資信託残高

種 類
期首（前期末） 当 期 末

口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円
イーストスプリング・アジア・オセアニア
公 益 イ ン フ ラ 債 券 マ ザ ー フ ァ ン ド

785,631 800,353 874,386

（注１）単位未満は切捨てです。

（注２）イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券マザーファンドの2019年11月20日現在の受益権総口数は、1,000,028千

口です。

投資信託財産の構成� （2019年11月20日現在）

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
イーストスプリング・アジア・オセアニア
公 益 イ ン フ ラ 債 券 マ ザ ー フ ァ ン ド

874,386 100.0

投 資 信 託 財 産 総 額 874,386 100.0

（注１）評価額の単位未満は切捨てです。

（注２）イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券マザーファンドにおいて、期末における外貨建純資産（1,070,438千

円）の投資信託財産総額（1,092,577千円）に対する比率は98.0％です。

（注３）外貨建資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、2019年11月20日における邦貨

換算レートは、１米ドル＝108.61円、１シンガポールドル＝79.80円、１フィリピンペソ＝2.13円、100インドネシアルピア＝0.77円、

１インドルピー＝1.52円です。

自社による当ファンドの設定・解約状況� （2019年５月21日から2019年11月20日まで）

期首残高（元本） 当期設定元本 当期解約元本 期末残高（元本） 取引の理由

百万円 百万円 百万円 百万円
100 － － 100 当初設定時における取得

（注）単位未満は切捨てです。

売買及び取引の状況� （2019年５月21日から2019年11月20日まで）

　親投資信託受益証券の設定、解約状況

設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額

千口 千円 千口 千円
イーストスプリング・アジア・オセアニア
公 益 イ ン フ ラ 債 券 マ ザ ー フ ァ ン ド

76,810 82,742 62,089 66,842

（注）単位未満は切捨てです。
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（年２回決算型）

資産、負債、元本及び基準価額の状況
（2019年11月20日現在）

項 目 当 期 末

(A) 資 産 874,386,451円

イーストスプリング・アジア・オセアニア
公益インフラ債券マザーファンド(評価額)

874,386,451

(B) 負 債 7,205,917

未 払 信 託 報 酬 7,038,736

そ の 他 未 払 費 用 167,181

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 867,180,534

元 本 850,847,836

次 期 繰 越 損 益 金 16,332,698

(D) 受 益 権 総 口 数 850,847,836口

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,192円

（注１）元本の状況

期首元本額� 828,088,081円

期中追加設定元本額� 84,131,048円

期中一部解約元本額� 61,371,293円

（注２）１口当たり純資産額は1.0192円です。

（注３）上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該

金額が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号

に規定する額（元本の欠損）となります。

損益の状況
当期（自2019年５月21日　至2019年11月20日）

項 目 当 期

(A) 配 当 等 収 益 △　　　　 29円
支 払 利 息 △　　　　 29

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 21,503,610
売 買 益 22,376,877
売 買 損 △　　873,267

(C) 信 託 報 酬 等 △　7,205,917
(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 14,297,664
(E) 前 期 繰 越 損 益 金 △　1,842,387
(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 3,877,421

(配 当 等 相 当 額) (　 48,236,000)
(売 買 損 益 相 当 額) (△ 44,358,579)

(G) 　 計 　(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 16,332,698
(H) 収 益 分 配 金 0

次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 16,332,698
追 加 信 託 差 損 益 金 3,877,421
(配 当 等 相 当 額) (　 48,471,588)
(売 買 損 益 相 当 額) (△ 44,594,167)
分 配 準 備 積 立 金 100,728,059
繰 越 損 益 金 △ 88,272,782

（注１）損益の状況の中で(A)有価証券売買損益は期末の評価換え

によるものを含みます。

（注２）損益の状況の中で(B)信託報酬等には信託報酬に対する消

費税等相当額を含めて表示しています。

（注３）損益の状況の中で(E)追加信託差損益金とあるのは、信託

の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引い

た差額分をいいます。

（注４）マザーファンドの信託財産の運用の指図に係る権限の全部

又は一部を委託するために要する費用として、信託財産の

純資産総額に年10,000分の37.5の率を乗じて得た金額を委

託者報酬の中から支弁しています。

（注５）分配金の計算過程

計算期間末における費用控除後の配当等収益（16,826,150

円）、費用控除後の有価証券売買等損益（0円）、信託約

款に規定する収益調整金（48,471,588円）および分配準備

積 立 金 （ 83,901,909 円 ） よ り 、 分 配 対 象 収 益 は

149,199,647円（10,000口当たり1,753円）ですが、当期に

分配した金額はありません。

特定資産の価格等の調査� （2019年５月21日から2019年11月20日まで）

　該当事項はありません。
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（年２回決算型）

分配金のお知らせ

　当期の分配金は基準価額水準および市況動向等を勘案し、見送らせていただきました。

該当事項はありません。

お知らせ
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（毎月決算型）／（年２回決算型）

<参考情報>

　下記は、イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券マザーファンド全体

（1,000,028千口）の内容です。

公社債

(A) 種類別開示

外国（外貨建）公社債

組入有価証券明細表� （2019年11月20日現在）

区 分

当 （作 成） 期 末

額 面 金 額

評 価 額
組 入
比 率

うちBB格以下
組 入 比 率

残存期間別組入比率

外 貨 建 金 額 邦貨換算金額
５年
以上

２年
以上

２年
未満

千米ドル 千米ドル 千円 ％ ％ ％ ％ ％
ア メ リ カ 4,000 4,104 445,812 40.8 － 33.6 7.2 －

千シンガポールドル 千シンガポールドル
シ ン ガ ポ ー ル 500 522 41,673 3.8 － 3.8 － －

千フィリピンペソ 千フィリピンペソ
フ ィ リ ピ ン 10,000 10,681 22,752 2.1 － 2.1 － －

千インドネシアルピア 千インドネシアルピア
イ ン ド ネ シ ア 29,000,000 29,320,989 225,771 20.7 3.6 3.5 10.7 6.4

千インドルピー 千インドルピー
イ ン ド 166,000 170,575 259,274 23.7 － 6.1 － 17.7

合 計 － － 995,283 91.1 3.6 49.1 18.0 24.1

（注１）邦貨換算金額は、当（作成）期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。

（注２）組入比率は、当ファンドが組み入れているマザーファンドの純資産総額に対する評価額の割合です。

（注３）額面金額・評価額の単位未満は切捨てです。

（注４）－印は組入れなしです。

（注５）BB格以下組入比率の計算においては、S&Pおよびムーディーズの発行体格付けをもとに、当社が独自の基準で採用した格付けを用い

ています。なお、無格付けの債券組入比率は23.1％です。
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イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（毎月決算型）／（年２回決算型）

(B）個別銘柄開示

外国（外貨建）公社債

組入有価証券明細表� （2019年11月20日現在）

銘 柄

当 （作 成） 期 末

利 率 額面金額
評 価 額

償還年月日
外貨建金額 邦貨換算金額

(アメリカ) ％ 千米ドル 千米ドル 千円

普通社債券
(含む投資法人債券)

2.125% PSA TREASURY PTE 2.125 200 192 20,926 2029/09/05

2.375% SINGTEL GROUP TRE 2.375 200 194 21,074 2029/08/28

3.44% SINOPEC GRP DEV 20 3.44 200 197 21,399 2049/11/12

3.95% COASTAL EMERALD LT 3.95 200 202 21,988 2022/08/01

4.25% PT PELABUHAN INDO 4.25 200 211 23,007 2025/05/05

4.3% COASTAL EMERALD LTD 4.3 200 203 22,060 －

4.375% COSCO SHP PORTS F 4.375 300 306 33,265 2023/01/31

4.375% PERUSAHAAN LISTRI 4.375 200 199 21,658 2050/02/05

5.125% PERSAHAAN GAS 5.125 200 216 23,491 2024/05/16

6.25% ADANI GREEN ENERGY 6.25 300 319 34,719 2024/12/10

AUSNET SERVICES HO 5.75 800 840 91,297 2076/03/17

ROYAL CAPITAL BV 4.875 400 404 43,932 －

WESTPAC BANKING CORP 5.0 400 406 44,105 －

WUHAN METRO 5.98 200 210 22,885 －

小 計 － － － － 445,812 －

(シンガポール) 千シンガポールドル 千シンガポールドル

普通社債券
(含む投資法人債券)

SINGAPORE TECH TELEME 5.0 500 522 41,673 －

(フィリピン) 千フィリピンペソ 千フィリピンペソ

国 債 証 券 5.75% PHILIPPINE GOVT 5.75 10,000 10,681 22,752 2025/04/12

(インドネシア) 千インドネシアルピア 千インドネシアルピア

普通社債券
(含む投資法人債券)

7.4% SARANA MULTI INFRAS 7.4 2,000,000 2,010,610 15,481 2020/11/15

7.5% JASA MARGA (PERSERO 7.5 2,000,000 1,980,254 15,247 2020/12/11

7.7% PERUSAHAAN LISTRIK 7.7 5,000,000 5,030,325 38,733 2022/07/11

8% BANK MAYBANK INDONESI 8.0 5,000,000 5,065,700 39,005 2022/07/11

8.55% INDOSAT TBK PT 8.55 5,000,000 5,147,800 39,638 2022/05/31

8.65% INDOSAT TBK PT 8.65 5,000,000 4,969,750 38,267 2027/11/09

9.25% TOWER BERSAMA INFR 9.25 5,000,000 5,116,550 39,397 2021/07/01

小 計 － － － － 225,771 －

(インド) 千インドルピー 千インドルピー

特 殊 債 券
(除く金融債)

8.93% POWER GRID CIL 8.93 41,000 43,569 66,225 2025/10/20

普通社債券
(含む投資法人債券)

8.33% NTPC LTD 8.33 25,000 25,660 39,003 2021/02/24

8.37% RURAL ELECTRIFICAT 8.37 50,000 50,734 77,116 2020/08/14

8.45% POWER FINANCE CORP 8.45 50,000 50,611 76,928 2020/08/10

小 計 － － － － 259,274 －

合 計 － － － － 995,283 －

（注１）邦貨換算金額は、当（作成）期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。

（注２）額面金額・評価額の単位未満は切捨てです。

（注３）償還年月日に「－」と表示されている銘柄は償還期限の定めのない永久債です。
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イーストスプリング・アジア・オセアニア
公益インフラ債券マザーファンド

運用報告書

第４期（決算日：2019年５月20日）

（計算期間：2018年５月22日～2019年５月20日）

「イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券マザーファンド」

の第４期の運用状況をご報告申し上げます。

当マザーファンドの仕組みは次の通りです。

運用方針 主として、日本を除くアジア・オセアニア地域の政府、政府

機関、企業および国際機関等が発行する現地通貨建てもしく

は米ドル建ての公益およびインフラ関連の債券（以下「公益

インフラ債券」）に投資を行い、安定した収益の確保と信託

財産の中長期的な成長を目指します。

主要投資対象 日本を除くアジア・オセアニア地域の公益インフラ債券を主

要投資対象とします。

組入制限 ・外貨建資産への投資割合には、制限を設けません。

・株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含みま

す。）への投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以内

とします。
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設定以来の運用実績

決 算 期 基 準 価 額 債 券
組入比率

純 資 産
総 額

期 中
騰 落 率

（設　定　日） 円 ％ ％ 百万円
2015年６月16日 10,000 － － 926

１期(2016年５月20日) 9,389 △ 6.1 92.7 1,279

２期(2017年５月22日) 10,347 10.2 91.4 1,495

３期(2018年５月21日) 10,232 △ 1.1 89.5 1,579

４期(2019年５月20日) 10,648 4.1 92.8 1,055

（注１）純資産総額の単位未満は切捨てです。

（注２）設定日の基準価額は設定時の価額を、設定日の純資産総額は設定元本を記載しております。

（注３）当ファンドは公表されている適切な指数が存在しないためベンチマークおよび参考指数を設けておりません。

当期中の基準価額等の推移

年 月 日 基 準 価 額
債 券
組入比率騰 落 率

（期　　　首） 円 ％ ％
2018年５月21日 10,232 － 89.5

５月末 10,064 △1.6 90.2

６月末 10,048 △1.8 90.9

７月末 10,190 △0.4 90.5

８月末 10,093 △1.4 90.1

９月末 10,174 △0.6 89.7

10月末 10,061 △1.7 82.5

11月末 10,466 2.3 90.3

12月末 10,231 △0.0 90.5

2019年１月末 10,180 △0.5 91.8

２月末 10,459 2.2 91.7

３月末 10,620 3.8 91.3

４月末 10,753 5.1 90.9

（期　　　末）
2019年５月20日 10,648 4.1 92.8

（注）騰落率は期首比です。
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基準価額の推移について� （2018年５月22日～2019年５月20日）

第４期首 10,232円
第 ４ 期 末 10,648円
騰 落 率 4.1％

基準価額の主な変動要因
当期の基準価額は上昇しました。

上昇要因 ・アジア・オセアニア地域の債券価格が上昇（利回りは低下）したこと。

運用経過

9,000

10,000

11,000

12,000

2018/5/21 8/31 11/30 2019/2/28 5/20

(円)
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投資環境について
アジア・オセアニア地域の債券市場
米ドル建て社債：
当期のアジア・オセアニア地域の米ドル建て
社債市場は上昇（利回りは低下）しました。
期初から2018年11月上旬にかけて、好調な
米国経済などを背景に米国債利回りが上昇した
ため、米ドル建て社債の利回りも上昇（価格は
下落）しました。さらに、米連邦準備制度理事
会（FRB）のパウエル議長が10月初めに、現在
の政策金利は中立金利からは程遠いと発言した
ことが市場でタカ派的と受け止められ、米国債
利回りは大幅に上昇しました。投資家のリスク
警戒感が高まる中で社債スプレッドは拡大し、
米ドル建て社債の利回りは12月中旬にかけてさ
らに上昇しました。しかし、その後は投資家の
「質への逃避」の動きが強まり、米国債利回り
が大幅に低下したため、米ドル建て社債の利回
りは低下に転じました。2019年１月以降は米国
の年内の利上げ打ち止め観測や米中の通商交
渉進展への期待などを好感し、社債スプレッド
も縮小傾向となりました。FRBのハト派転換を
受け、米国債利回りが引き続き低下したことか
ら、アジア・オセアニア地域の米ドル建て社債
の利回りは期末にかけてさらに低下しました。

現地通貨建て債券：
アジア・オセアニア地域の現地通貨建て債券

は一部の国を除き、上昇（利回りは低下）しま
した。期初から2018年８月中旬にかけては、ア
ジア・オセアニア地域の現地通貨建て債券は小
動きでしたが、８月下旬にアルゼンチンペソや
トルコリラが信用不安から大幅に下落し、新興
国全般に対する警戒感が高まったことによりア
ジアの現地通貨建て債券の利回りは９月中旬に
かけて上昇（価格は下落）しました。しかし、
その後は米国債利回りの低下につられる形で、
アジア・オセアニア地域の現地通貨建て債券の
利回りは低下傾向となりました。特にインフレ
率の低下などを背景に金融緩和姿勢に転じた
フィリピン、景気後退が懸念される中で世界的
な金融緩和の流れを受けて利下げ期待が高まっ
たオーストラリアなどの利回りの低下が顕著と
なりました。一方で、インドネシアは2019年４
月中旬以降、米中の貿易摩擦懸念の高まりを受
け、海外投資家の資金流出が増加したことによ
り、利回りは上昇しました。

為替市場
アジア・オセアニア地域の通貨はタイを除き、
対米ドル、対円ともに下落しました。米国の金
利先高観などを背景に、期初から2018年11月
上旬にかけて弱含みとなり、その後、米国金利
の低下や米中通商交渉進展への期待などが高
まり買戻しの動きとなりましたが、2019年５月
上旬以降期末にかけて、米中貿易摩擦の激化の
懸念などから再び下落しました。
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ポートフォリオについて
た。国・地域別ではインドとインドネシアなど
がプラスに寄与した一方で、ニュージーランド
などがマイナスとなりました。

主として、日本を除くアジア・オセアニア地
域の政府、政府機関、企業および国際機関等が
発行する現地通貨建てもしくは米ドル建ての公
益およびインフラ関連の債券に投資を行いまし

ベンチマークとの差異について
当ファンドの運用の基本方針に適合した、公表されている指数が存在しないため、ベンチマークおよ

び参考指数を設けておりません。

今後の運用方針について
アジア・オセアニア地域の社債市場は今後も
世界的な景気回復を受けて堅調に推移すると予
想しています。公益事業、インフラ事業に対す
る需要は引き続き根強く、関連企業を取り巻く
環境は良好とみています。米国の経済成長を背
景に米ドルは堅調に推移すると予想しており、
米ドル建て債券の組入れを高めに維持する方

針です。現地通貨建て債券においては、引き続
きインドネシアやインドなどの高利回り債券が
魅力的であると考えています。
投資家のリスク回避により債券価格が下落す

るような局面は発行会社の財務状況が安定的
または改善傾向にある銘柄を組み入れる好機と
みています。
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売買及び取引の状況� （2018年５月22日から2019年５月20日まで）

公社債

買 付 額 売 付 額

外

国

千米ドル 千米ドル

ア メ リ カ
国 債 証 券 199 －

(　　　200)

社債券（投資法人債券を含む）
1,589 2,866

(　　　189)
千オーストラリアドル 千オーストラリアドル

オーストラリア 社債券（投資法人債券を含む） － 207
千シンガポールドル 千シンガポールドル

シ ン ガ ポ ー ル 社債券（投資法人債券を含む） 500 －
千フィリピンペソ 千フィリピンペソ

フ ィ リ ピ ン 国 債 証 券 9,862 －
千インドネシアルピア 千インドネシアルピア

イ ン ド ネ シ ア
国 債 証 券 － 8,147,500
社債券（投資法人債券を含む） － 5,045,000

千インドルピー 千インドルピー

イ ン ド
特 殊 債 券 － 48,616
社債券（投資法人債券を含む） － 66,128

（注１）金額は受渡し代金です（経過利子分は含まれておりません。）。

（注２）単位未満は切捨てです。

（注３）（　）内は償還等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。

（注４）社債券（投資法人債券を含む）には、新株予約権付社債（転換社債）は含まれておりません。

１万口当たりの費用明細� （2018年５月22日～2019年５月20日）

項目 当期 項目の概要金額 比率
（a）その他費用 12円 0.116％ （a）その他費用＝�期中のその他費用÷期中の平均受益権口数� �

期中の平均基準価額は、10,278円です。

（保管費用） （10）  （0.097）  保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管
および資金の送金・資産の移転等に要する費用

（その他１） （  2）  （0.019）  キャピタルゲイン税等

（その他） （  0）  （0.000）  余資運用に係る費用（マイナス金利相当額）

合計 12   0.116  

（注１）‌�期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡
便法により算出した結果です。

（注２）‌�各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注３）‌�各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じた

もので、項目ごとに小数第３位未満は四捨五入してあります。
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利害関係人との取引状況等� （2018年５月22日から2019年５月20日まで）

　当期中における利害関係人との取引はありません。
（注）利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。

組入資産の明細� （2019年５月20日現在）

公社債

(A）種類別開示

外国（外貨建）公社債

組入有価証券明細表

区 分

当 期 末

額 面 金 額

評 価 額
組 入
比 率

うちBB格以下
組 入 比 率

残存期間別組入比率

外 貨 建 金 額 邦貨換算金額
５年
以上

２年
以上

２年
未満

千米ドル 千米ドル 千円 ％ ％ ％ ％ ％
ア メ リ カ 2,900 2,915 321,175 30.4 － 23.0 7.4 －

千オーストラリアドル 千オーストラリアドル
オ ー ス ト ラ リ ア 800 841 64,059 6.1 － － 6.1 －

千シンガポールドル 千シンガポールドル
シ ン ガ ポ ー ル 500 519 41,603 3.9 － 3.9 － －

千フィリピンペソ 千フィリピンペソ
フ ィ リ ピ ン 10,000 9,993 20,886 2.0 － 2.0 － －

千インドネシアルピア 千インドネシアルピア
イ ン ド ネ シ ア 34,000,000 34,030,117 262,031 24.8 3.7 3.7 14.6 6.6

千インドルピー 千インドルピー
イ ン ド 166,000 168,637 269,820 25.6 － 6.4 － 19.1

合　　　　計 － － 979,576 92.8 3.7 39.0 28.0 25.7

（注１）邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。

（注２）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合です。

（注３）額面金額・評価額の単位未満は切捨てです。

（注４）－印は組入れなしです。

（注５）BB格以下組入比率の計算においては、S&Pおよびムーディーズの発行体格付けをもとに、当社が独自の基準で採用した格付けを用い

ています。なお、無格付けの債券組入比率は22.1％です。
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(B）個別銘柄開示

外国（外貨建）公社債

組入有価証券明細表

銘 柄

当 期 末

利　率 額面金額
評 価 額

償還年月日
外貨建金額 邦貨換算金額

(アメリカ) ％ 千米ドル 千米ドル 千円

普 通 社 債 券
(含む投資法人債券)

4.25% PT PELABUHAN INDO 4.25 200 202 22,336 2025/５/５

4.375% COSCO PACIFIC FIN 4.375 300 301 33,218 2023/１/31

5.125% PERSAHAAN GAS 5.125 200 208 22,985 2024/５/16

5.25% WOORI BANK 5.25 200 202 22,255 －

6.3% SD INTERNATIONAL SU 6.3 200 199 21,966 2022/５/９

AUSNET SERVICES HO 5.75 800 834 91,911 2076/３/17

ROYAL CAPITAL BV 4.875 400 396 43,627 －

WESTPAC BANKING CORP 5.0 400 362 39,969 －

WUHAN METRO 5.98 200 207 22,904 －

小 計 － － － － 321,175 －

(オーストラリア) 千オーストラリアドル 千オーストラリアドル

普 通 社 債 券
(含む投資法人債券)

4.25% TRANSPOWER NEW ZEA 4.25 300 314 23,982 2021/８/６

5% AGL ENERGY LTD 5.0 500 526 40,076 2021/11/５

小 計 － － － － 64,059 －

(シンガポール) 千シンガポールドル 千シンガポールドル

普 通 社 債 券
(含む投資法人債券)

SINGAPORE TECH TELEME 5.0 500 519 41,603 －

(フィリピン) 千フィリピンペソ 千フィリピンペソ

国 債 証 券 5.75% PHILIPPINE GOVT 5.75 10,000 9,993 20,886 2025/４/12

(インドネシア) 千インドネシアルピア 千インドネシアルピア

国 債 証 券 11.5% INDONESIA GOVT 11.5 5,000,000 5,113,187 39,371 2019/９/15

普 通 社 債 券
(含む投資法人債券)

7.4% SARANA MULTI INFRAS 7.4 2,000,000 1,985,940 15,291 2020/11/15

7.5% JASA MARGA (PERSERO 7.5 2,000,000 1,943,315 14,963 2020/12/11

7.7% PERUSAHAAN LISTRIK 7.7 5,000,000 4,926,500 37,934 2022/７/11

8% BANK MAYBANK INDONESI 8.0 5,000,000 4,934,600 37,996 2022/７/11

8.55% INDOSAT TBK PT 8.55 5,000,000 5,079,450 39,111 2022/５/31

8.65% INDOSAT TBK PT 8.65 5,000,000 5,034,450 38,765 2027/11/９

9.25% TOWER BERSAMA INFR 9.25 5,000,000 5,012,675 38,597 2021/７/１

小 計 － － － － 262,031 －

(インド) 千インドルピー 千インドルピー

特 殊 債 券
(除く金融債)

8.93% POWER GRID CIL 8.93 41,000 42,423 67,877 2025/10/20

普 通 社 債 券
(含む投資法人債券)

8.33% NTPC LTD 8.33 25,000 25,247 40,396 2021/２/24

8.37% RURAL ELECTRIFICAT 8.37 50,000 50,613 80,981 2020/８/14

8.45% POWER FINANCE CORP 8.45 50,000 50,353 80,565 2020/８/10

小 計 － － － － 269,820 －

合 計 － － － － 979,576 －

（注１）邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。

（注２）額面金額・評価額の単位未満は切捨てです。

（注３）償還年月日に「－」と表示されている銘柄は償還期限の定めのない永久債です。
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資産、負債、元本及び基準価額の状況
（2019年５月20日現在）

項 目 当 期 末
(A) 資 産 1,057,008,028円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 59,477,335
公 社 債(評価額) 979,576,559
未 収 利 息 17,863,648
前 払 金 90,486

(B) 負 債 1,497,657
未 払 解 約 金 1,497,591
未 払 利 息 66

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 1,055,510,371
元 本 991,304,266
次 期 繰 越 損 益 金 64,206,105

(D) 受 益 権 総 口 数 991,304,266口
１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,648円

（注１）元本の状況

期首元本額� 1,543,459,665円

期中追加設定元本額� 18,611,459円

期中一部解約元本額� 570,766,858円

期末における元本の内訳

イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（年２回決算型）

� 785,631,938円

イーストスプリング・アジア・オセアニア公益インフラ債券ファンド（毎月決算型）

� 205,672,328円

（注２）１口当たり純資産額は1.0648円です。

（注３）上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該

金額が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号

に規定する額（元本の欠損）となります。

損益の状況
当期（自2018年５月22日　至2019年５月20日）

項 目 当 期
(A) 配 当 等 収 益 74,313,989円

受 取 利 息 74,280,891
そ の 他 収 益 金 45,728
支 払 利 息 △　　12,630

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 △40,795,906
売 買 益 21,098,482
売 買 損 △61,894,388

(C) 信 託 報 酬 等 △ 1,455,271
(D) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 32,062,812
(E) 前 期 繰 越 損 益 金 35,769,847
(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 258,588
(G) 解 約 差 損 益 金 △ 3,885,142
(H) 　 計 　(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 64,206,105

次 期 繰 越 損 益 金(Ｈ) 64,206,105

（注１）損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換え

によるものを含みます。

（注２）損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消

費税等相当額を含めて表示しています。

（注３）損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託

の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引い

た差額分をいいます。

（注４）損益の状況の中で(G)解約差損益金とあるのは、中途解約

の際、元本から解約価額を差し引いた差額分をいいます。

投資信託財産の構成� （2019年５月20日現在）

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

公 社 債 979,576 92.7
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 77,432 7.3
投 資 信 託 財 産 総 額 1,057,008 100.0

（注１）評価額の単位未満は切捨てです。

（注２）外貨建純資産（1,034,291千円）の投資信託財産総額（1,057,008千円）に対する比率は97.9％です。

（注３）外貨建資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、2019年５月20日における邦貨

換算レートは、１米ドル＝110.17円、１オーストラリアドル＝76.14円、１シンガポールドル＝80.07円、１フィリピンペソ＝2.09円、

100インドネシアルピア＝0.77円、１インドルピー＝1.60円です。

特定資産の価格等の調査� （2018年５月22日から2019年５月20日まで）

　該当事項はありません。

該当事項はありません。

お知らせ




